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Ⅰ 廃棄物処理法の概要

Ⅱ 法令改正の内容について

Ⅲ 都の対応について

Ⅳ その他（罰則、優良制度）
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１廃棄物処理法について
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２ 廃棄物とは

• ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、
廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物
又は不要物であって固形状又は液状のもの
（気体状のものは対象外）

• 占有者が自分で利用し、又は他人に有償で売
却することができないため不要になったもの

適用除外
・土砂、しゅんせつ土 など
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項目 主な趣旨

物の性状 利用用途に要求される品質を満たすこと

排出の状況 排出が需要に沿った計画的なものであること

通常の取扱いの形態 製品としての市場が形成されていること

取引価値の有無
占有者と取引の相手方の間で有償譲渡がなされている

こと

占有者の意思
適正に利用し若しくは他者に有償譲渡する意思が認め

られること
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※詳細は平成30 年３月30 日付け環循規発第18033028号「行政処分の指針について（通知）」をご覧ください
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・産廃の処理責任は排出事業者にあります。

排出事業者とは、事業活動に伴い廃棄物を排出する者。
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許可業者等に産業廃棄物処理を委託するには

委託基準

・必ず許可業者等に委託

・委託契約書の作成

産業廃棄物管理票
（マニフェスト） の交付
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産業廃棄物
（株）○△建設 中間処理施設

積込場所 荷降場所通 過

東京都 長野県埼玉県 群馬県

産業廃
棄物

（株）
○△建
設
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３ 産業廃棄物処理の委託契約

・収集運搬業者、処分業者それぞれと書面にて契約

・法定必要事項を記載
産業廃棄物の種類・数量・性状及び荷姿に関する
事項、契約の有効期間、処理料金等

・書面の添付
産業廃棄物処理業（収集運搬業、処分業）許可証
等の写し
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４ 産業廃棄物管理票

産業廃棄物の引き渡しと同時に･･産業廃棄物の種類及び数
量、運搬又は処分を受託した者の氏名又は名称その他環境
省令で定める事項を記載した産業廃棄物管理票を交付しな
ければならない。
（法※第12条の3第1項）

引き渡した産業廃棄物と一緒に旅をして、返送されたマニ
フェストの確認により、排出事業者等が産業廃棄物の適正
処理を確認するツール

※廃棄物の処理及び清掃に関する法律
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産業廃棄物管理票
（マニフェスト）

A票

B1票～E票は収集運搬業者へ

B2票

D票

E票

排出事業者

処分業者収集運搬業者

中間処理終了

最終処分終了

交付の日から90日（特別管
理産業廃棄物は60日）以内
に運搬・処分終了票の送付を
受けないときは30日以内に
都道府県知事に報告書（措置
内容等報告書）を提出（最終
処分は180日以内）

運搬終了

５
年
間
保
管
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１ 法令改正の概要（H29.6.16公布）
・有害使用済機器を保管する方の届出
・二以上の事業者による産業廃棄物の処理の特例の認定
・電子マニフェスト登録一部義務化について

２ 水銀廃棄物について
（水銀使用製品産業廃棄物及び水銀含有ばいじんに
係る事項：平成29年10月1日施行）
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環境省資料
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環境省資料



⚫ 前々年度の特別管理産業廃棄物の発生量が50トン以上の事業場を設置する特別管理産
業廃棄物の多量排出事業者（PCB廃棄物は50トンの中に含めない。）とする。

⚫ 電子マニフェスト使用義務がかかる排出事業者から、当該義務のかかった特別管理産業
廃棄物の処理を受託した電子マニフェスト導入済の収集運搬業者、処分業者にも使用義
務がかかる。

電子マニフェスト使用義務者

○ 前年度の特別管理産業廃棄物の発生量が50トン以上の事業場を設置する事業者は、当該事業場に係る特別

管理産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画を作成し、６月30日までに都道府県・政令市に提出しな

ければならない。

○ 都道府県・政令市は、特別管理産業廃棄物多量排出事業者の計画に基づき、次年度の電子マニフェスト使用

義務者の判断を行う。

○ PCB廃棄物は電子マニフェスト使用の義務対象には含めないこととし、PCB廃棄物を除くと50トン未満となる場

合は、その事業場は、電子マニフェストの使用義務者から外れる。（その旨を特別管理産業廃棄物多量排出事

業者の計画に記載することとする。）

【趣旨】
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※ 電子マニフェストに関する規定につ
いて2020年4月1日施行

電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



電子マニフェスト使用義務の対象（例）
○複数事業場を有している場合、特別管理産業廃棄物（PCB廃棄物を除く。）の排出量が
年間50トン以上の事業場から排出する特別管理産業廃棄物のみに電子マニフェスト使
用の義務がかかる。
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Ｘ株式会社

【Ａ工場】

【Ｂ工場】

【Ｃ工場】

特管産廃排出量
７５トン/年

うちPCB廃棄物以
外

６０トン/年

特管産廃排出量
７５トン/年

うちPCB廃棄物以外
４５トン/年

特管産廃排出量
４５トン/年

うちPCB廃棄物以外
４５トン/年

特別管理産業廃棄物を
処理委託

《電子マニフェスト使用義務》

《電子マニフェスト義務対象外》

処理計画提出義務対象事業場

特別管理産業廃棄物を
処理委託

《電子マニフェスト義務対象外》

特別管理産業廃棄物を
処理委託

《電子マニフェスト義務対象外》

産業廃棄物を
処理委託

《電子マニフェスト義務対象外》

産業廃棄物を
処理委託

《電子マニフェスト義務対象外》

産業廃棄物を
処理委託

電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



電子マニフェストの登録が困難な場合

○使用義務者が電子マニフェストの登録が著しく困難な場合は、電子マニフェストの登録

に代えて紙マニフェストの交付が認められる。

○やむを得ない事由により紙マニフェストを交付した場合、マニフェストの「備考・通信欄」

にその理由を記入することとする。

【趣旨】

●義務対象者等のサーバーダウンやインターネット回線の接続不具合等の電気通信
回線の故障の場合、電力会社による長期間の停電の場合、異常な自然現象によっ
て義務対象者等がインターネット回線を使えない場合など、義務対象者等が電子
マニフェストを使用することが困難と認められる場合

●離島内等で他に電子マニフェストを使用する収集運搬業者や処分業者が存在しな
い場合、スポット的に排出される廃棄物でそれを処理できる電子マニフェスト使
用業者が近距離に存在しない場合など、電子マニフェスト使用業者に委託するこ
とが困難と認められる場合

●常勤職員が、平成31年３月31日において全員65歳以上で、義務対象者の回線が
情報処理センターと接続されていない場合
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電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



電子マニフェスト使用義務者が、登録することが困難な場合に該当しないにも関ら
ず、紙マニフェストを交付した場合、勧告→公表→命令→罰則となる。

都道府県知事は、規定を遵守していないと認めるときは、適正な処理に関し必要な措置を講
ずべき旨の勧告をすることができる。

都道府県知事は、勧告を受けた事業者等がその勧告に従わなかったときは、その旨を公表
することができる。

都道府県知事は、勧告を受けた事業者が、勧告に従わなかった旨を公表された後において、
なお、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、その勧告に係る措置を
とるべきことを命ずることができる。

命令に違反した場合、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金
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電子マニフェスト使用義務者の義務違反

電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



情報処理センターへの登録期限

○廃棄物を引き渡した後の情報処理センターへの登録期限は、電子マニフェス
トの登録が任意のものから一部義務化されることに伴い、使用義務者の過重
な負担となることを防止するため、３日以内の登録期限について、土日祝日及
び年末年始（12/29～1/3）を含めないこととする。

○ただし、不適正処理の防止の観点から、原則としては、電子マニフェストの予
約登録機能や、現在開発中の現場登録システム等も活用し、速やかに登録
することが望ましい。

【趣旨】

廃棄物を引き渡した後の情報処理センターへの登録期限について、義務対
象者の過重な負担とならないよう、３日以内（土日祝日を含めない）とす
る。ただし、原則としては、予約登録機能等も活用し、速やかに登録する
ことが望ましい。

※平成31年4月1日施行
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電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



特別管理産業廃棄物の多量排出事業者は、処理計画書に「電子マニフェストの使用
に関する事項」を記載することとする。

多量排出事業者の特別管理産業廃棄物処理計画

○ 多量排出事業者の特別管理産業廃棄物処理計画は、PCB廃棄物を含め、年間50トン以上特別管

理産業廃棄物を発生する事業場について、毎年６月30日までに提出しなければならない。

○ 電子マニフェストの義務対象者になるか否かについては、計画書に記載する前年度の廃棄物の種

類毎の発生量の合計値から判断する。（PCB廃棄物の発生量を除くと年間50トン未満となる場合は、

義務対象者にはならない。）

○ 義務対象者は、計画書に電子マニフェストの使用に関する事項（JWNETへの加入、電子マニフェス

ト対応処理業者との契約等）を記載する。

○ PCB廃棄物を除くと年間50トン未満となる場合は、義務対象者とはならない旨を記載する。

○ あらかじめ情報処理センターに登録することが困難な事由が明らかな場合は、その旨を記載する。

【趣旨】
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電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



特別管理産業廃棄物の多量排出事業者は、前年度の処理計画書の実施状況報告にお
いて、電子マニフェストの使用に関する事項について報告することとする。

多量排出事業者の特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告

○特別管理産業廃棄物多量排出事業者は、処理計画に基づき行った取り組みについて、

電子マニフェストの使用状況を含め、都道府県等に毎年６月30日までに報告しなけれ

ばならない。

○当該年度（前年度）の特別管理産業廃棄物の排出量がPCB廃棄物を除き50トン/年未

満となる場合は、電子マニフェストの使用に関する欄にその旨を記載すること。

※翌年度は電子マニフェスト使用義務者ではなくなる。

【趣旨】
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電子マニフェスト登録一部義務化について（環境省資料抜粋）



環境省資料
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環境省資料
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環境省資料
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マニフェスト記載例

※水銀廃棄物の詳細は環境省が作成した「水銀廃棄物ガイドライン（平成29年
6月）」をご覧ください
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１ 法令改正への対応（H29.6.16公布）
・有害使用済機器を保管する方の届出
・二以上の事業者による産業廃棄物の処理の特例の認定

２ 水銀廃棄物への対応

29

※ 各項目の取扱いは各都道府県や政令市により異なる場合があります
ので、事前に各自治体へご確認ください。
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1－１ 有害使用済機器届出（ＨＰ掲載）

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/industrial_waste/notification/500300a20180329141610354.html
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1－２ 有害使用済機器届出（様式及び記入例）
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１－３ 二以上の事業者による産業廃棄物の処理の特例の認定（ＨＰ掲載）

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/industrial_waste/on_processor/license_application.html#cms5
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１－４ 二以上の事業者による産業廃棄物の処理の特例の認定（様式等）

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/industrial_waste/on_processor/license_application.html#cms5
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１－５ 二以上の事業者による産業廃棄物の処理の特例の認定（手引き）



http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/industrial_waste/on_waste/suigin.html

２－１ 水銀廃棄物について（ＨＰ掲載）



２－２ 水銀廃棄物について（パンフレット１）



２－３ 水銀廃棄物について（パンフレット２）
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・無許可業者への委託禁止違反

・委託契約未締結での廃棄物処理委託

・マニフェスト不交付

・不法投棄、違法焼却
⇒５年以下の懲役、1000万円以下の罰金

⇒５年以下の懲役、1000万円以下の罰金

⇒3年以下の懲役、300万円以下の罰金

⇒1年以下の懲役、100万円以下の罰金
（H30より強化）
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不適正な処理委託の事例

■ 一般廃棄物を産業廃棄物処理業者に処理させて
いる（その逆もあり）

■ 清掃委託業者に廃棄物の処理を任せている
■ 収集運搬業者に処分も含めて委託している
■ 契約書を作成していない、契約書必要記載項目

に不備がある
■ マニフェストを交付していない
■ マニフェストの記載を収集運搬業者に任せて

いる
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こんな処理業者には要注意！

■ 契約書を交わそうとしない

■「マニフェストはこちらで作成します」と言う

収集運搬業者

■「中間処理業者はこちらで選んでおきますから」

と言う収集運搬業者

■「なんでも処理できますよ」と言う処理業者

■ リサイクルするので、契約やマニフェストは不要

ですと言う処理業者

■「うちはリサイクル業者ですから、産業廃棄物

処理業の許可は不要なんです」と言う処理業者
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○従前の産業廃棄物処理業の許可の有効期限において特定不利益処分(※)をうけていな
いこと。

○産業廃棄物の処理状況、施設の維持管理状況などをインターネットにより一定期間、一
定頻度で公表していること。

○ＩＳＯ14001、エコアクション21等の認証を取得していること。

○電子マニフェストシステムに加入しており、電子マニフェストが利用できること。

○直前３事業年度のうちいずれかの事業年度における自己資本比率が10%以上であること
や、法人税等を滞納していないことなど、財務体質が健全であること。

優良認定基準

○許可証の有効期間が５年から７年に延長
○許可証に「優」マークを記載

○優良な処理業者を選択でき、排
出事業者責任の確実な履行に
つながる。

処理業者排出事業者

※廃棄物処理業に係る事業停止命令や改善命令など行政処分

２ 国の優良認定制度について



３ 第三者評価制度の活用
～東京都の優良性基準適合認定制度～

【ねらい】

① 排出事業者に信頼できる処理業者情報の提供

② 優良な処理業者の育成と適正処理の推進

③ 健全な産業廃棄物処理・リサイクルビジネスの発展

【概要】

都が平成２１年１０月に全国で初めて創設した、産業廃棄

物処理業者を第三者評価機関が評価する制度。業者の任意

の申請に基づき、第三者評価機関として都が指定した 、

(公財）東京都環境公社が評価・認定している。

43



第三者評価制度の特徴 ①

① 処理業者の事業内容や取組状況に応じた

２つの認定区分

■産廃エキスパート（第１種評価基準適合業者）

業界のトップランナー的業者

■産廃プロフェッショナル（第２種評価基準適合業者）

業界の中核的役割を担う優良業者

■専門性（感染性廃棄物）
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産廃エキスパート

産廃プロフェッショナル

都の許可を有する処理業者



第三者評価制度の特徴②

② 処理事業の信頼度の高さ、環境に配慮した

より高度な取組を総合的に評価

■評価項目

「遵法性」「安定性」「先進的な取組」

■審査方法

書面審査 契約書・マニフェスト・帳簿 等

現地審査 経営者面談、作業実態・施設管理状況等

③ 第三者評価機関が評価委員会を設置し、

公平・公正に評価・認定

⇒適正処理推進のため積極的な活用を！ 45
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